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２．景気後退の影響(１)
2008年10月以降の世界的な景気後退の影響

(国・地域別)

大きなマイナス 若干のマイナス 影響なし

若干のプラス 大きなプラス

 香港(n=67)

シンガポール(n=216)

タイ(n=701)

台湾(n=106)

マレーシア(n=269)

韓国(n=81)

パキスタン(n=25)

フィリピン(n=130)

中国(n=577)

ニュージーランド(n=68)

インドネシア(n=129)

オーストラリア(n=213)

スリランカ(n=26)

ベトナム(n=140)

インド(n=175)

ミャンマー(n=16)

バングラデシュ(n=24)

57.7 23.1 19.2

37.5 37.5 25.0

65.3 24.5 8.8

59.4 30.2 9.4

59.3 29.6 7.4 3.7

44.0 44.0 4.0 8.0

57.4 27.9 11.8

58.2 25.8 14.6 1.4

66.3 23.4 8.4

61.3 27.9 8.9

56.9 30.0 12.3 0.8

52.7 33.6 10.6

47.3 38.0 8.5

51.4 29.3 15.7

45.1 33.1 18.9

45.8 29.2 16.7 4.2 4.2

6.061.2 32.8

1.4
1.3

0.9
0.7

2.6

2.9

2.9

2.3

3.9

0.6

0.7

2.3

0.5

1.1

0.6

0 20 40 60 80 100

総数(n=2,963) 58.0 28.9 10.7 1.8 0.6

マイナス
86.9％

影響なし
10.7％

プラス
2.4％

 2008年10月以降の世界的な景気後退の影響について「大きなマイナス」、「若干のマイナス」と回答した企業の割合は86.9％と、約9割の
企業が影響を受けた。

 特に、香港、シンガポール、タイなどでは、「マイナスの影響がある」とした企業の割合が高かった。

(%)



印刷・出版(n=14) 50.0 50.0

ゴム製品(n=35) 60.0 37.1 2.9

医療機器(n=6) 33.3 16.7 50.0

紙・パルプ(n=12) 75.0 8.3 8.3 8.3

化学品・石油製品(n=109) 61.5 27.5 10.1 0.9

医薬品(n=17) 29.4 64.7 5.9

窯業・土石(n=26) 50.0 23.1 23.1 3.9

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=87) 74.7 16.1 8.11.2

電気機械・電子機器(n=142) 59.2 29.6 10.6 0.7

電気・電子部品(n=168) 76.2 18.5 1.83.6

輸送用機器(自動車・二輪車)(n=57) 50.9 43.9 3.51.8

食品・農水産加工品(n=120) 17.5 38.3 37.5 5.8 0.8

衣服・繊維製品(n=45) 33.3 44.4 17.8 4.4

木材・木製品(n=19) 68.4 26.3 5.3

家具・インテリア製品(n=7) 28.6 42.9 14.3 14.3

精密機械(n=26) 61.5 30.8 3.93.9

その他製造業(n=190) 56.3 28.4 1.613.7

繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=35) 68.6 22.9 2.9
2.9

2.9

プラスチック製品(n=95) 62.1 28.4 5.3
3.2
1.1

鉄鋼(鋳鍛造品を含む)(n=52) 80.8 13.5
1.9

3.9

非鉄金属(n=38) 73.7 15.8 5.3
2.6

2.6

金属製品(メッキ加工を含む)(n=108) 74.1 21.3 2.8
0.9
0.9

輸送用機器部品(自動車・二輪車)(n=195) 74.9 18.06.2
0.5

0.5
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２．景気後退の影響(２)

大きなマイナス 若干のマイナス 影響なし

若干のプラス 大きなプラス

2008年10月以降の世界的な景気後退の影響
(業種別)

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

漁・水産業(n=1) 100.0

農・林業(n=5) 80.0 20.0

鉱業(n=18) 77.8 22.2

流通(n=27) 37.0 37.0 18.5 7.4

商社(n=281) 60.5 31.3 6.4 1.8

販売会社(n=346) 60.7 31.5 6.4 1.5

銀行(n=31) 32.3 45.2 16.1 6.5

保険(n=29) 27.6 48.3 20.7 3.5

証券(n=2) 50.0 50.0

運輸・倉庫(n=131) 73.3 18.3 7.6 0.8

不動産(n=18) 16.7 55.6 27.8

法務・税務(n=5) 20.0 60.0 20.0

ホテル・旅行・外食(n=38) 81.6 15.8 2.6

通信・ソフトウエア(n=73) 42.5 45.2 11.0 1.4

建設・プラント(n=94) 57.5 27.7 13.8 1.1

その他サービス業(n=261) 39.5 35.6 21.5 0.8
2.7

製造業 非製造業

(%)

(%)

業種別にみると、どの業種もおしなべてマイナスの影響があっ
たと回答した企業の割合が高かったが、景気変動の影響を受
けにくい医薬品、医療機器、食品・農水産加工品は、「影響な
し」、「若干のプラス」、「大きなプラス」と回答した企業の割合
が4割以上と相対的に高く、
影響は限定的だった。



製造業(n=1,313)

非製造業(n=1,081) 0 10 20 3025155

0.5

2.1
0.3

1.9
10.9

7.5
16.5

9.4
8.6
8.5

12.0
16.7

9.4
11.8

25.2
28.0

14.9
16.0

製造業

非製造業
08年10月～12月

09年1月～3月

09年4月～6月

09年7月～9月

09年10月～12月

10年上期

10年下期

11年1月以降

分からない
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２．景気後退の影響(３)

売上が底を打った時期
売上が金融危機発生前(08年9月以前)の

水準に回復する(した)タイミング

08年10月～12月

09年1月～3月

09年4月～6月

09年7月～9月

09年10月～12月

10年上期

10年下期

11年1月以降

分からない

4.6

35.4

23.2

10.1

6.6

5.8

2.8

1.0

10.6

0 10 20 30 40
総数(n=2,395)

国・地域別 回答割合が最も高い時期(カッコ内は％)

9

09年4月～6月 09年7月～9月 2010年上期 2010年下期09年10月～12月

台湾(16.9)韓国(19.4) フィリピン(25.5)

インドネシア(22.9)

中国(20.6)

台湾(16.9)

ベトナム(14.6)

ミャンマー(25.0)

マレーシア(20.4)

インド(20.0)

香港(18.8)

タイ(17.2)

オーストラリア
(14.9)

ベトナム(14.6)

バングラデシュ
(41.2)

ニュージーランド
(32.1)

スリランカ(20.0)

パキスタン(19.1)

シンガポール
(14.7)

ベトナム(14.6)

 売上が底を打った時期については、「09年1月～3

月」(35.4％)、「09年4月～6月」(23.2％)との回答
があわせて約6割にのぼり、09年上半期に底を脱
した企業が多い。

 売上が金融危機発生前の水準に回復するタイミン
グについては､製造業(25.2%)、非製造業(28.0％)

あわせて26.5％の企業が「分からない」と回答。
国・地域別でも回答がわかれた。

 業種別にみると、製造業は「09年7月～9月」、非
製造業は「10年下期」と回答した企業の割合が「分
からない」を除いて最も高く、回復のタイミングが分
かれた。

 国・地域別に、「分からない」を除いて回答が最も
多い時期をみると、民間消費､設備投資､輸出が一
斉に回復した韓国がいち早く、「09年4月～6月」と
する企業が多かった。内需主導で相対的に堅調な
インドネシア、中国などが続いた。

09年上期に底打ち

(注)台湾、ベトナムは回答数同率の時期が複数あったため重複する。

(%)
(%)
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２．景気後退の影響(４)
景気後退の顕在化を受け、

過去１年間に取った対策 (複数回答)

製造業では上位4対策が全体的に多く、非製造業では「新規ビジ
ネスの展開」が最多となった。

総数(n=2,427)

雇用調整

生産・販売効率改善によるコスト削減

営業・操業日数の削減もしくは時間短縮

販売価格の引き下げ

販売価格の引き上げ

ｸﾞﾙｰﾌﾟ内での整理統合による効率化
(他拠点集約等)

事業拠点の閉鎖・撤退(一部を含む)

具体的な対策は取っていない

新規投資／設備投資増の中止・延期

新規ビジネス展開の開始

既存ビジネスの事業規模縮小

仕入先の見直し
(絞込み、安価な調達先へのｼﾌﾄ等)

高付加価値製品/サービスの
ラインナップ拡充

納入先の見直し
(納入先のシフト等、輸出を含む)

低価格帯製品/サービスの
ラインナップ拡充

その他

45.6

45.2

41.9

29.8

28.0

22.7

13.1

12.1

11.7

10.6

10.5

9.7

4.9

4.7

3.5

6.6

0 20 40 60

雇用調整

効率改善による
コスト削減

投資延期・中止

営業日の削減

新規ビジネスの展開

ホテル・旅行・外食(81.1)、精密機械(71.4)、
金属製品(68.0)、輸送用機器部品(66.9)

流通(68.4)、輸送用機器部品(66.9)、
輸送用機器(66.7)、精密機械(66.7)
輸送用機器部品(77.7)、
輸送用機器(63.0)、流通(57.9)

輸送用機器(68.5)、鉄鋼(66.0)

商社(55.3)、通信・ソフトウェア(41.4)、
銀行(38.1)、保険(36.4)、

傾向が顕著な業種(カッコ内は%) ※有効回答15社以上の業種から抽出

その他、自由回答から

経費面

生産面

財務面

労務面

販売面

「宣伝広告費などの削減」、｢固定費圧縮」､「徹底した経費削減」

「日本本社からの生産移管」、「部品内製化」、
「操業開始時期の延期」､｢現地調達比率向上｣､｢仕入価格交渉｣

「為替リスク対策」、「為替予約」、「決済通貨変更」
「売掛金回収の強化」

「給与カット」、「研修実施」、「有給消化奨励」、「駐在員の減員」

「在庫調整」、「現地販売強化」、「中国内陸部への拠点拡充」

 景気後退の顕在化を受け、過去1年間に取った対策を複数回答で聞いたところ、「雇用調整」(45.6％)、「生産・販売効率改善によるコスト削減」
(45.2％)、「新規投資/設備投資増の中止・延期」(41.9％)、「営業・操業日数の削減もしくは時間短縮」(29.8％)、「新規ビジネス展開の開始」
(28.0％)等の対応が多かった。他方、 「事業拠点の閉鎖・撤退」(4.9％)を挙げた企業は尐ない。

 その他、自由回答から経費、生産、財務、労務、販売面など多岐にわたる対策がとられたことがわかる。

(%)



日本人駐在員
(n=525)

現地従業員(正規)

(n=546)

現地従業員(非正規)

(n=340)

47.4 9.343.2

24.4 61.8 13.8

78.7 14.76.7

0 20 40 60 80 100

中国

日本人駐在員
(n=133)

現地従業員(正規)

(n=136)

現地従業員(非正規)

(n=74)
70.3 14.914.9

52.9 42.7 4.4

76.7 13.59.8

0 20 40 60 80 100
ベトナム

0 20 40 60 80 100

50.2 37.012.8

23.4 64.6 12.0

18.4 45.7 35.9

33.8 57.2 9.0

72.2 18.39.5

82.46.7 10.9

現地従業員
(非正規)

過去

今後

現地従業員
(正規)

過去

今後

日本人
駐在員

過去

今後

Copyright © 2010 JETRO. All rights reserved. 禁無断掲載 11

２．景気後退の影響(５)

従業員数の変化
(過去1年間と今後1年の見通し)

08年9月～09年9月(過去) 総数(非正規:n=1,961 正規:n=2,901 駐在員:n=2,760)

09年9月～10年9月(今後) 総数(非正規:n=1,930 正規:n=2,843 駐在員:n=2,697)

 金融危機発生前の08年9月時点から1年間(過去)と、09年9月時点から1年間(今後)の従業員数の増減をたずねたところ、現地従業員で
は、過去1年間、非正規(37.0%)および正規(35.9%)のいずれも、約4割の企業が「減尐」とし、景気後退の下、雇用調整が行われた状況
が伺える。しかし、今後１年の見通しは、「増加」とする企業の割合が非正規(23.4%)、正規(33.8%)ともに高く、再び雇用拡大に転じる企
業が多い。現地従業員を増加する傾向は、事業拡大傾向を反映してインド、ベトナム、中国で4～5割と高い。

 日本人駐在員については、今後1年の見通しで「減尐」(10.9%)が「増加」(6.7%)を上回り、労務コスト削減と経営の現地化に引き続き取り
組む状況が伺える。ただし、インドは事業拡大傾向を反映し、駐在員数を「増加」とする企業の割合(18.0%)が他国・地域より高い。

増加 横ばい 減尐

日本人駐在員
(n=161)

現地従業員(正規)

(n=168)

現地従業員(非正規)

(n=130)
49.2 6.244.6

54.2 39.3 6.6

75.2 6.818.0

0 20 40 60 80 100
インド

今後1年の従業員数増減見通し

「増加」＜「減尐」

(%) (%)

(%)

(%)
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２．景気後退の影響(6)

 今後、設備投資を「増加させる」とした企業の割合が高いのは、
インドネシア、ベトナム、インドなど。なかでも、インドネシアとイン
ドは、「5割以上増加」と回答した企業の割合が1割を超えた。

 とりわけ、インドの輸送用機器部品（自動車･二輪車）では、「増
加」するとの回答が71.4％、なかでも「5割以上増加」が28.6％と
最大であった。

 シンガポールおよびオーストラリアは、「横ばい」とした企業が5割
を超えた。またシンガポールでは、「減尐」するとの回答（14.5％）
が「増加」するとの回答（14.0％）を上回った。

過去1年間(08年10月～09年9月)と比較した
今後1年間(09年10月～10年9月)の設備投資の見通し

総数(n=2,087)
5割以上増加 4割増加 3割増加 2割増加

1割増加 横ばい 1割減尐 2割減尐

3割減尐 4割減尐 5割以上減尐 わからない

7.6%
1.0%

6.2%

8.7%

6.6%

44.2%

1.8%

2.3%
2.4%

0.7%
4.5%

14.2%

増加 横ばい 減尐 (%)

0 20 40 60 80 100

ベトナム(n=140)

タイ(n=692)

インド(n=173)

インドネシア (n=127)

マレーシア(n=263)

オーストラリア(n=206)

フィリピン(n=128)

シンガポール(n=199)

44.110.2 2.4 11.0 8.7 4.7
1.6

0.8
8.76.3

0.8

0.8

46.45.0 7.9 13.6 7.1 2.1 10.03.61.4
1.4

35.812.7 6.4 7.5 6.9
2.9

2.3

0.6
21.4

1.7
1.2

0.6

39.98.0 7.2 10.3 7.7 1.0
3.0

2.5 14.54.60.9
0.6

45.39.1 5.3 9.5 5.3 1.5 2.7 11.45.31.9
1.5 1.1

3.9 7.8 12.5 4.7 44.5 1.6
3.1

3.1 12.55.5
0.8

50.07.3 4.9 5.8 5.3 2.4 3.4 14.6
3.4

1.0

1.5
0.5

53.33.0 4.0 5.0 3.0 4.0 18.15.0
2.0 1.5 1.0

0.70.7

(注)北東アジア4ヶ国/地域は本設問集計（P12～13）の対象外
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２．景気後退の影響(7)

 業種別の動向では、輸送用機器部品（自動車･二輪車）、金属
製品などで、「増加」すると回答した企業の割合が高い。

 鉄鋼（鋳鍛造品含む）は、「減尐」するとの回答割合が2.4％と
全業種の中で最も低い。

 非製造業は、製造業に比べ「増加」するとの回答割合が低い。
そのうち、ホテル・旅行・外食は「増加」と「減尐」が同率
（22.6％）、また、建設・プラントは「減尐」が「増加」を上回った。

過去1年間(08年10月～09年9月)と比較した
今後1年間(09年10月～10年9月)の設備投資の見通し

注)有効回答数が30社以上ある業種のみを抽出

(%)(%)製造業 非製造業

増加 横ばい 減尐 わからない

電気機械・電子機器(n=90)

一般機械(金型・機械工具を含む)

(n=62)

金属製品(メッキ加工を含む)

(n=86)

電気・電子部品(n=93)

輸送用機器(自動車・二輪車)

(n=44)

0 20 40 60 80 100

化学品・石油製品(n=72)

輸送用機器部品(自動車・二輪車)
(n=153)

食品・農水産加工品(n=76)

鉄鋼(鋳鍛造品を含む)(n=41)

非鉄金属(n=30)

製造業(n=1,101) 38.2 38.7
12.5

10.6

50.3 28.8
12.4

8.5

46.5 38.4
9.3

5.8

42.9 34.3 10.0 12.9

40.9 31.8 22.7 4.6

40.9 34.4 11.8 12.9

40.0 30.0 20.0 10.0

38.9 43.1
9.7

8.3

31.1 41.1 16.7 11.1

30.7 38.7 12.9 17.7

26.3 54.0
9.2

10.5

36.6 53.7
7.3

2.4

通信・ソフトウエア(n=55)

販売会社(n=250)

ホテル・旅行・外食(n=31)

0 20 40 60 80 100
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